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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には消費税等は含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３．当社は、平成15年11月20日付けで株式１株につき1.2株、平成16年11月19日付けで株式１株につき２株の株

式分割を行っており、以下の１株当たり情報の算定に当たっては、当該株式分割が、第32期の期首に行われ

たものと仮定しております。 

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

(1）連結経営指標等      

売上高 （千円） 3,152,414 3,324,262 3,549,655 6,575,227 7,100,008 

経常利益 （千円） 243,055 227,736 245,483 499,772 550,854 

中間（当期）純利益 （千円） 132,435 144,178 140,121 279,736 314,756 

純資産額 （千円） 1,766,007 1,949,051 2,195,374 1,940,148 2,120,794 

総資産額 （千円） 4,058,170 3,665,320 3,729,244 4,161,066 3,899,003 

１株当たり純資産額 （円） 3,032.29 2,799.71 1,577.93 2,737.89 1,497.32 

１株当たり中間（当

期）純利益金額 
（円） 227.39 207.03 100.70 354.69 199.47 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益金額 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 43.5 53.2 58.9 46.6 54.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 163,798 △74,984 10,954 400,379 56,711 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △12,189 △83,990 △212,735 △39,217 △141,140 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △115,889 △219,849 △216,430 △356,011 △312,866 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
（千円） 1,671,815 1,262,422 825,739 1,641,246 1,243,951 

従業員数 （人） 302 322 346 295 319 

第32期中 第33期中 第32期 

１株当たり純資産額      

          1,263円45銭 

１株当たり純資産額       

          1,399円85銭 

１株当たり純資産額       

          1,368円94銭 

１株当たり当期純利益金額    

           94円74銭 

１株当たり当期純利益金額    

           103円51銭 

１株当たり当期純利益金額    

           177円34銭 



 （注）１．売上高には消費税等は含んでおりません。 

２．１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利

益金額については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

(2）提出会社の経営指標等      

売上高 （千円） 2,951,996 3,071,994 3,298,137 6,097,134 6,566,462 

経常利益 （千円） 227,764 212,668 235,528 467,376 516,304 

中間（当期）純利益 （千円） 123,058 134,323 135,585 260,080 294,961 

資本金 （千円） 399,200 399,200 399,200 399,200 399,200 

発行済株式総数 （千株） 582 698 1,397 698 1,397 

純資産額 （千円） 1,727,356 1,890,266 2,122,583 1,891,218 2,052,068 

総資産額 （千円） 3,939,925 3,503,045 3,551,856 4,007,453 3,721,578 

１株当たり中間（年

間）配当額 
（円） － － － 100.00 50.00 

自己資本比率 （％） 43.8 54.0 59.8 47.2 55.1 

従業員数 （人） 279 299 323 273 294 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社。以下同じ。） が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注）従業員数は就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

システムソリューション・サービス  324 

管理部門  22 

合計  346 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 323 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、企業業績の回復や民間設備投資が増加するとともに、景気の穏やか

な回復基調を背景に雇用情勢が改善するなど、景気は踊り場局面を脱し回復の兆しが見られました。しかし、一方で

原油価格の急激な上昇等による先行きの不透明感が払拭されず、個人消費の全般的な回復には至りませんでした。 

 情報サービス業界におきましても、企業の情報技術に対する投資姿勢は回復傾向にあります。しかし、依然として

市場環境は厳しい状況で推移しており、サービスの低価格化・高品質化・効率化に向けた取り組みがより一層重要に

なってきております。 

 こうした中で、当社グループはお客様の競争優位の実現をサポートするパートナーとして、高付加価値・高コスト

パフォーマンスのシステムソリューション・サービスの提供に努め、継続案件の維持・拡大に注力するとともに、新

規案件の受注や新規顧客の獲得に邁進してまいりました。 

 その結果、当社グループの当中間連結会計期間の業績は、連結売上高3,549百万円（前年同期比6.8％増）、連結営

業利益243百万円（同3.6％増）、連結経常利益245百万円（同7.8％増）、連結中間純利益140百万円（同2.8％減）と

なりました。連結中間純利益が前中間連結会計期間の業績を下回る結果となりましたが、これは主として前中間連結

会計期間において、株式の売却益を計上したことによるものであります。 

① 事業の品目別の業績を示すと次のとおりであります。 

（システムインテグレーション・サービス） 

 流通業及び金融業向けサービスの増加により、売上高は1,991百万円（前年同期比1.4％増）となりました。 

（システムアウトソーシング・サービス） 

 流通業向けサービスの増加により、売上高は621百万円（同21.1％増）となりました。 

（プロフェッショナル・サービス） 

 通信業及びメディア業界向けサービスの増加により、売上高は936百万円（同10.7％増）となりました。 

② 所在地別のセグメントの業績については、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないた

め、該当事項はありません。 

(2)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ418百万

円減少し、825百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次

のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は10百万円（前年同期は74百万円の使用）となりました。これは、税金等調整前中間

純利益の計上額245百万円等の資金増加及びたな卸資産の増加額128百万円、法人税等の支払額108百万円等の資金減

少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は212百万円（前年同期比153.3％増）となりました。これは主に、定期預金の預入に

よる支出100百万円及び有形固定資産の取得による支出78百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は216百万円（前年同期比1.6％減）となりました。これは主に、長期借入金の返済に

よる支出100百万円及び配当金の支払額69百万円等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループは、システムソリューション・サービスの単一セグメントのため、生産、受注及び販売の状況につい

ては、事業の種類別セグメントにかえて品目別に示しております。 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目 金額（千円） 前年同期比（％） 

システムインテグレーション・サービス 1,991,625 101.4 

システムアウトソーシング・サービス 621,385 121.1 

プロフェッショナル・サービス 936,644 110.7 

合計 3,549,655 106.8 

品目 受注高（千円）
前年同期比 
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

システムインテグレーション・サービス 2,242,696 107.7 1,310,328 102.8 

システムアウトソーシング・サービス 614,853 125.4 350,841 103.7 

プロフェッショナル・サービス 1,053,555 108.3 558,249 122.1 

合計 3,911,105 110.3 2,219,418 107.2 



(3）販売実績 

① 品目別販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次のとおりであります。 

   （注） 株式会社富士総合研究所は平成16年10月1日をもちまして、システム関連会社との統合に伴い 

     みずほ情報総研株式会社へと社名変更を行っております。 

     なお、みずほ情報総研株式会社への前中間連結会計期間の販売実績は300,323千円（総販売実績 

     に対する割合は9.0％）であります。 

② 業種別販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績をエンドユーザの業種別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目 金額（千円） 前年同期比（％） 

システムインテグレーション・サービス 1,991,625 101.4 

システムアウトソーシング・サービス 621,385 121.1 

プロフェッショナル・サービス 936,644 110.7 

合計 3,549,655 106.8 

相手先 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

富士通株式会社 1,027,600 30.9 965,100 27.2 

株式会社野村総合研究所 600,610 18.1 698,785 19.7 

みずほ情報総研株式会社 － － 357,702 10.1 

業種区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

流通業 979,434 98.8 

通信業 916,146 101.0 

金融業 636,164 126.3 

官公庁 282,944 121.2 

製造業 158,191 73.7 

その他 576,773 121.5 

合計 3,549,655 106.8 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループでは、顧客により付加価値の高いサービスを提供することを目的に、顧客ニーズに合った高付加価値

製品の開発や先端技術の実用化、生産性・品質向上、環境への取組み等を研究開発活動として捉え、新たなビジネス

を創造すべく活動を推進しております。 

 当中間連結会計期間における主な研究開発活動は次のとおりであります。 

 企業の環境問題への取組みが注目されている昨今、当社グループは企業活動が地球環境に与える影響を可能な限り

低減させていく必要があると認識しており、平成17年７月に環境マネジメントシステムの国際規格であるＩＳＯ

14001の認証を取得しました。 

 その結果、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は、1百万円となっております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）平成17年11月18日付の株式分割（無償交付）により、発行済株式総数が698,880株増加し、その結果、発行済 

   株式総数は、2,096,640株となっております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 5,591,000 

計 5,591,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 1,397,760 2,096,640 
ジャスダック 

証券取引所 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 1,397,760 2,096,640 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成17年４月１日～ 

 平成17年９月30日 
－ 1,397,760 － 399,200 － 338,240 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式600株（議決  

   権の数６個）が含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

﨑山 收 神奈川県横浜市青葉区あかね台１－29－17 246 17.60 

キューブシステム従業員持株

会 
東京都品川区東五反田１-２-33 145 10.42 

内田 敏雄 神奈川県小田原市酒匂２－16－９ 97 7.00 

佐藤 俊郁 神奈川県横浜市保土ヶ谷区仏向町1059－66 51 3.65 

佐伯 剛夫 東京都中野区鷺宮６－８－９ 49 3.53 

小貫 明美 神奈川県横浜市金沢区富岡西５－３－12 44 3.17 

竹田 和平 愛知県名古屋市天白区表山２－２０９ 40 2.86 

株式会社みずほ銀行 

（常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社） 

東京都中央区晴海１-８-12 30 2.19 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 30 2.19 

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦３-21-24 26 1.92 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２-２-１ 26 1.92 

計 － 789 56.51 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
 普通株式      

6,400 
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式      

1,378,400 
13,784 － 

単元未満株式 
普通株式      

12,960 
－ 

一単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数 1,397,760 － － 

総株主の議決権 － 13,784 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割（％） 

株式会社キューブシステム 
東京都品川区東五反田

１-２-33 
6,400 － 6,400 0.45 

計 － 6,400 － 6,400 0.45 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） １．最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

     ２．□印は、株式分割権利落後の株価を示しております。 

３【役員の状況】 

   前事業年度の有価証券報告書提出日後、本半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 3,390 3,460 3,300 3,260 3,360 
3,520 

   □2,400 

最低（円） 3,020 2,900 2,980 3,050 3,190 
3,270 

   □2,270 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下、「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第

３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下、「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項

のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

構成比
（％） 金額（千円） 

構成比
（％） 金額（千円） 

構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   1,435,076   918,399   1,436,611  

２．売掛金   1,249,831   1,362,599   1,369,139  

３．たな卸資産   174,954   265,001   136,597  

４．その他   122,019   142,210   181,695  

貸倒引当金   △451   △516   △480  

流動資産合計   2,981,431 81.3  2,687,693 72.1  3,123,562 80.1 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１  18,833 0.5  86,946 2.3  90,509 2.3 

２．無形固定資産   4,090 0.1  4,077 0.1  4,135 0.1 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２ 310,303   408,509   324,202   

(2）長期性預金 ※３ －   200,000   －   

(3）その他  351,585   342,190   356,987   

貸倒引当金  △923 660,965 18.1 △173 950,526 25.5 △393 680,796 17.5

固定資産合計   683,889 18.7  1,041,550 27.9  775,441 19.9 

資産合計   3,665,320 100.0  3,729,244 100.0  3,899,003 100.0 

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   423,291   442,742   472,865  

２．短期借入金 ※２  620,000   430,000   540,000  

３．未払法人税等   143,697   128,959   108,029  

４．賞与引当金   190,944   203,457   153,044  

５．その他   146,662   151,079   317,272  

流動負債合計   1,524,595 41.6  1,356,238 36.4  1,591,212 40.8 

Ⅱ 固定負債           

１．社債   20,000   －   －  

２．長期借入金    20,000   －   20,000  

３．退職給付引当金   21,431   30,356   24,650  

４．役員退職慰労引当
金   130,242   141,476   136,844  

固定負債合計   191,673 5.2  171,832 4.6  181,495 4.7 

負債合計   1,716,269 46.8  1,528,070 41.0  1,772,708 45.5 

           

（少数株主持分）           

 少数株主持分   － －  5,799 0.1  5,500 0.1

           

 



  前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 注記 
番号 

金額（千円） 構成比
（％）

金額（千円） 構成比
（％）

金額（千円） 構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   399,200 10.9  399,200 10.7  399,200 10.2 

Ⅱ 資本剰余金   338,240 9.2  338,240 9.1  338,240 8.7 

Ⅲ 利益剰余金   1,186,975 32.4  1,390,619 37.3  1,357,553 34.8 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   37,065 1.0  82,693 2.2  39,986 1.0 

Ⅴ 自己株式    △12,429 △0.3  △15,379 △0.4  △14,185 △0.3 

資本合計   1,949,051 53.2  2,195,374 58.9  2,120,794 54.4 

負債・少数株主持分及
び資本合計   3,665,320 100.0  3,729,244 100.0  3,899,003 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   3,324,262 100.0  3,549,655 100.0  7,100,008 100.0 

Ⅱ 売上原価   2,824,540 85.0  2,954,592 83.2  5,923,274 83.4 

売上総利益   499,721 15.0  595,062 16.8  1,176,734 16.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  265,222 8.0  352,016 10.0  618,388 8.7 

営業利益   234,499 7.0  243,046 6.8  558,345 7.9 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  126   384   433   

２．受取配当金  3,514   3,384   5,730   

３．受取手数料  740   717   1,476   

４．投資有価証券評価
損戻入益  －   3,779   －   

５．会員権売却益  1,380   －   1,380   

６．その他  609 6,370 0.2 358 8,624 0.2 893 9,915 0.1 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  6,057   4,314   10,874   

２．支払手数料  1,797   1,698   3,444   

３．投資有価証券評価
損  5,099     －     2,869     

４．その他  180 13,133 0.4 174 6,187 0.1 218 17,406 0.2 

経常利益   227,736 6.8  245,483 6.9  550,854 7.8 

Ⅵ 特別利益           

  投資有価証券売却
益  19,516 19,516 0.6 － － － 19,516 19,516 0.2

Ⅶ 特別損失           

 １.本社移転費用 ※２ －   －   27,182   

   ２.持分変動損失  － － － － － － 782 27,964 0.4

税金等調整前中間
（当期）純利益   247,252 7.4  245,483 6.9  542,406 7.6 

法人税、住民税及
び事業税  137,532   123,483   233,712   

法人税等調整額  △34,459 103,073 3.1 △18,649 104,834 3.0 △6,689 227,023 3.2 

 少数株主利益   － －  527 0.0  625 0.0 

中間（当期）純利
益   144,178 4.3  140,121 3.9  314,756 4.4 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区分 
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   338,240  338,240  338,240 

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残

高 
  338,240  338,240  338,240 

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   1,144,490  1,357,553  1,144,490 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

中間（当期）純利益  144,178 144,178 140,121 140,121 314,756 314,756 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  69,694  69,584  69,694  

２．役員賞与  32,000 101,694 37,470 107,054 32,000 101,694 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残

高 
  1,186,975  1,390,619  1,357,553 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ

ャッシュ・フロー計算書 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区分 
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
    

税金等調整前中間（当期）純

利益 
 247,252 245,483 542,406 

減価償却費  52,847 10,549 57,655 

引当金の増加額  58,333 60,564 29,930 

受取利息及び受取配当金  △3,640 △3,768 △6,164 

支払利息  6,057 4,314 11,024 

投資有価証券売却益  △19,516 － △19,516 

売上債権の減少額  210,343 6,540 91,035 

たな卸資産の増加額  △38,651 △128,404 △293 

仕入債務の減少額  △353,899 △30,122 △304,325 

役員賞与の支払額  △32,000 △37,500 △32,000 

その他  △44,330 △7,790 △15,808 

小計  82,796 119,866 353,943 

利息及び配当金の受取額  3,573 3,709 6,112 

利息の支払額  △5,867 △4,368 △10,710 

法人税等の支払額  △155,486 △108,253 △292,633 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
 △74,984 10,954 56,711 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ

ャッシュ・フロー計算書 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区分 
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
    

定期預金の預入による支出  △100,000 △100,000 △120,000 

有形固定資産の取得による支

出 
 △10,345 △78,873 △17,092 

投資有価証券の取得による支

出 
 △14,334 △8,519 △21,079 

投資有価証券の売却による収

入 
 52,268 － 52,268 

敷金保証金の返還による収入  － － 83,544 

敷金保証金の差入による支出  － － △91,571 

その他投資資産の取得による

支出 
 － △20,952 － 

その他  △11,579 △4,389 △27,209 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
 △83,990 △212,735 △141,140 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
    

短期借入金の減少額  △70,000 △30,000 △120,000 

長期借入れによる収入  20,000 － 20,000 

長期借入金の返済による支出  △80,000 △100,000 △110,000 

社債の償還による支出  △16,000 △16,000 △32,000 

自己株式の取得による支出  △4,469 △1,194 △6,225 

配当金の支払額  △69,379 △69,036 △69,516 

少数株主からの払込による収

入 
 － － 4,875 

少数株主への配当金の支払額  － △200 － 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
 △219,849 △216,430 △312,866 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額  △378,824 △418,211 △397,295 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  1,641,246 1,243,951 1,641,246 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高 
※ 1,262,422 825,739 1,243,951 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 １社 

連結子会社名 

 株式会社北海道キューブシス

テム 

 なお、非連結子会社はありませ

ん。 

同左 同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日は中間

連結決算日と一致しております。 

同左  連結子会社の決算日は連結決算日

と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

 その他有価証券  その他有価証券  その他有価証券 

  時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は部分資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

によっております。 

 時価のあるもの 

同左 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は部分資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定）によ

っております。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価

法によっております。 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

 ② たな卸資産 

 仕掛品 

 個別法による原価法によっ

ております。 

② たな卸資産 

 仕掛品 

同左 

② たな卸資産 

 仕掛品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法によっております。主な

耐用年数は次のとおりでありま

す。 

① 有形固定資産 

 定率法によっております。主な

耐用年数は次のとおりでありま

す。 

① 有形固定資産 

 定率法によっております。主な

耐用年数は次のとおりでありま

す。 

 建  物   15年 

器具備品   ３年 

建  物   15～39年 

器具備品   ３～15年 

建  物   15～39年 

器具備品   ３年 

  なお、器具備品のうち、特定プ

ロジェクト開発専用のコンピュー

タ及び周辺機器については、取得

時に当該プロジェクトの原価とし

て処理しております。また、その

他のコンピュータ及び周辺機器の

うち、取得価額が30万円未満のも

のについては、取得時に一括して

費用処理しております。 

 なお、器具備品のうち、特定プ

ロジェクト開発専用のコンピュー

タ及び周辺機器については、取得

時に当該プロジェクトの原価とし

て処理しております。また、その

他のコンピュータ及び周辺機器の

うち、取得価額が30万円未満のも

のについては、取得時に一括して

費用処理しております。 

 なお、器具備品のうち、特定プ

ロジェクト開発専用のコンピュー

タ及び周辺機器については、取得

時に当該プロジェクトの原価とし

て処理しております。また、その

他のコンピュータ及び周辺機器の

うち、取得価額が30万円未満のも

のについては、取得時に一括して

費用処理しております。 

  ② 長期前払費用 

 均等償却によっております。

償却期間は２年～５年でありま

す。  

② 長期前払費用 

同左 

② 長期前払費用 

同左 

 



項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案して回収不

能見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、下期支給見込額のうち当

中間連結会計期間負担額を計上

しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、翌連結会計年度支給見込

額のうち当連結会計年度負担額

を計上しております。 

 ③ 退職給付引当金 

 当社は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当中間連

結会計期間において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

 なお、数理計算上の差異につ

いては、３年による定率法によ

り翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 当社は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上して

おります。 

 また、数理計算上の差異につ

いては、３年による定率法によ

り翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間連

結会計期間末要支給見込額を計

上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく連結会

計年度末要支給見込額を計上し

ております。 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

  (5）その他中間連結財務諸 

   表（連結財務諸表）作 

     成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評

価については、全面時価評価法を

採用しております。 

同左 同左 

６．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

────────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 

36,434千円 ※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 

34,806千円 ※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 

25,631千円 

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 ※２ 担保資産 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 

投資有価証券 14,875千円     ────────── 投資有価証券 3,948千円 

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

短期借入金 510,000千円     ────────── 短期借入金 100,000千円 

※３ 長期性預金 

    ────────── 

 ４ 当座貸越契約及び貸出コミットメント 

  当社は、運転資金の効率的な調達を行う 

 ため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出 

 コミットメント契約を締結しております。 

  当中間連結会計期間末における当座貸越 

 契約及び貸出コミットメントに係る借入未 

 実行残高等は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

1,500,000千円 

借入実行残高 70,000千円 

差引額 1,430,000千円 

※３ 長期性預金 

  当社は、効率的な資金運用を行うため、 

 長期の定期預金の預入を行っております。 

  当該預金の金額及び最終満期日は次のと 

 おりであります。 

  なお、当社の意向により上記預金を満期 

 日前に解約する場合には、清算金を支払う 

 必要があります。 

 ４ 当座貸越契約及び貸出コミットメント 

  当社は、運転資金の効率的な調達を行う 

 ため取引銀行４行と当座貸越契約及び貸出 

 コミットメント契約を締結しております。 

  当中間連結会計期間末における当座貸越 

 契約及び貸出コミットメントに係る借入未 

 実行残高等は次のとおりであります。 

最終満期日  金額 

 平成21年８月27日  100,000千円 

 平成22年８月23日  100,000千円 

 計  200,000千円 

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

1,780,000千円 

借入実行残高 280,000千円 

差引額 1,500,000千円 

※３ 長期性預金 

    ────────── 

 ４ 当座貸越契約及び貸出コミットメント 

  当社は、運転資金の効率的な調達を行う 

 ため取引銀行４行と当座貸越契約及び貸出 

 コミットメント契約を締結しております。 

  当連結会計年度末における当座貸越契約 

 及び貸出コミットメントに係る借入未実行 

 残高等は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

1,780,000千円 

借入実行残高 260,000千円 

差引額 1,520,000千円 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 63,915千円 

給料手当 43,655千円 

賞与引当金繰入額 10,812千円 

退職給付費用 2,096千円 

役員退職慰労引当

金繰入額 
6,871千円 

役員報酬 65,580千円 

給料手当 56,039千円 

賞与引当金繰入額 15,008千円 

退職給付費用 2,113千円 

役員退職慰労引当

金繰入額 
7,222千円 

支払手数料 60,284 千円

賃借料 35,352 千円

役員報酬 126,645千円 

給料手当 103,963千円 

賞与引当金繰入額 11,432千円 

退職給付費用 4,381千円 

役員退職慰労引当

金繰入額 
13,473千円 

消耗品費 62,096千円 

※２   ─────────── ※２   ─────────── ※２ 特別損失に計上された本社移転費用の

内訳は以下のとおりであります。 

移転以後に発生した旧本

社賃借料 

7,982 千円

移転以前に発生した新本

社賃借料及び水道光熱費 

5,980 千円

引越・移設費用 4,720 千円

固定資産除却損 4,338 千円

旧本社現状回復費 3,320 千円

廃棄物処理費用 841 千円

計  27,182 千円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成16年９月30日現在）

現金及び預金勘定 1,435,076千円 

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△172,653千円 

現金及び現金同等物 1,262,422千円 

（平成17年９月30日現在）

現金及び預金勘定 918,399千円 

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△92,659千円 

現金及び現金同等物 825,739千円 

（平成17年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,436,611千円 

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△192,659千円 

現金及び現金同等物 1,243,951千円 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

有形固定資産 2,777 1,527 1,250 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

有形固定資産 2,777 2,083 694 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

有形固定資産 2,777 1,805 972 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 567千円 

１年超 734千円 

 合計 1,302千円 

１年内 585千円 

１年超 149千円 

 合計 734千円 

１年内 576千円 

１年超 444千円 

 合計 1,020千円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 300千円 

減価償却費相当額 277千円 

支払利息相当額 22千円 

支払リース料 300千円 

減価償却費相当額 277千円 

支払利息相当額 13千円 

支払リース料 600千円 

減価償却費相当額 555千円 

支払利息相当額 40千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料  未経過リース料  未経過リース料 

１年内 2,040千円 

１年超 3,740千円 

 合計 5,780千円 

１年内 2,040千円 

１年超 1,700千円 

 合計 3,740千円 

１年内 2,040千円 

１年超 2,720千円 

 合計 4,760千円 



（有価証券関係） 

Ⅰ 前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 株式の減損にあたっては、時価が取得原価に比し50％以上下落した場合は、時価の回復可能性がないものとし

て一律に減損処理を実施し、下落率が30％以上50％未満の場合には、時価の回復可能性の判定を行い、減損処理

の要否を決定しております。 

 なお、当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行っておりませ

ん。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

Ⅱ 当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 株式の減損にあたっては、時価が取得原価に比し50％以上下落した場合は、時価の回復可能性がないものとし

て一律に減損処理を実施し、下落率が30％以上50％未満の場合には、時価の回復可能性の判定を行い、減損処理

の要否を決定しております。 

 なお、当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行っておりませ

ん。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

Ⅲ 前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式については減損処理を行っておりません。 

 なお、当該株式の減損にあたっては、時価が取得原価に比し50％以上下落した場合は、時価の回復可能性がな

いものとして一律に減損処理を実施し、下落率が30％以上50％未満の場合には、時価の回復可能性の判定を行い

減損処理の要否を決定しております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 145,870 200,803 54,933 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭登録株式を除く） 109,500 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 159,535 297,409 137,873 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 111,100 

 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 152,615 214,702 62,086 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 109,500 



（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１日

至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月

１日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社グループは単一セグメントのため、該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月

１日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月

１日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

     2,799円 71銭           1,577円 93銭           1,497円 32銭 

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額 

   207円 03銭       100円 70銭       199円  47銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 当社は、平成15年11月20日付で株式 

 １株につき1.2株の株式分割を行って 

 おります。当該株式分割が前期首に 

 行われたと仮定した場合の前中間連 

 結会計期間における１株当たり情報 

 については、以下のとおりでありま 

 す。 

 １株当たり純資産額 

            2,526円 91銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 当社は、平成16年11月19日付で株式 

 １株につき２株の株式分割を行って 

 おります。当該株式分割が前期首に 

 行われたと仮定した場合の前中間連 

 結会計期間における１株当たり情報 

 については、以下のとおりでありま 

 す。 

 １株当たり純資産額 

             1,399円  85銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 当社は、平成16年11月19日付で株式

１株につき２株の株式分割を行って

おります。当該株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の前連結会

計年度における１株当たり情報につ

いては、以下のとおりであります。 

  

１株当たり純資産額 

              1,368円  94銭

１株当たり中間純利益金額 
   189円 49銭 

１株当たり中間純利益金額
      103円  51銭 

１株当たり当期純利益金額 
      177円  34銭 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 144,178 140,121 314,756 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 37,000 

（うち利益処分による役員賞与金（千

円）） 
（－）  （－）      （37,000） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
144,178 140,121 277,756 

期中平均株式数（千株） 696 1,391 1,392 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 平成16年８月４日開催の当社取締役

会の決議に基づき、次のように株式分

割による新株式を発行しております。 

１.株式分割の目的 

 当社株式の流動性向上を図り、個人

投資家層の拡大を目的とするものであ

ります。 

 平成17年７月28日開催の当社取締役

会の決議に基づき、次のように株式分

割による新株式を発行しております。 

１.株式分割の目的 

 当社株式の流動性向上を図り、個人

投資家層の拡大を目的とするものであ

ります。 

────────── 

２.株式分割の概要 

  平成16年11月19日付をもって普通株

式１株を２株に分割いたしました。 

①分割により増加する株式数 

 普通株式     698,880株 

②分割方法 

 平成16年９月30日最終の株主名簿及

び実質株主名簿に記載された株主の所

有株式数を１株につき２株の割合をも

って分割いたしました。 

③配当起算日 

 平成16年10月１日 

３.１株当たり情報に及ぼす影響 

 当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報は、そ

れぞれ以下のとおりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額については、潜

在株式がないため記載しておりませ

ん。 

前中間連結会
計期間 

当中間連結会
計期間 

前連結会計年
度 

１株当たり純
資産額 
1,263円 45銭

１株当たり中
間純利益金額 
  94円 74銭

１株当たり純
資産額 
1,399円 85銭

１株当たり中
間純利益金額 
 103円 51銭

１株当たり純
資産額 
1,368円 94銭

１株当たり当
期純利益金額 
  177円 34銭

２.株式分割の概要 

 平成17年11月18日付をもって普通株

式１株を1.5株に分割いたしました。 

①分割により増加する株式数 

 普通株式     698,880株 

②分割方法 

 平成17年９月30日最終の株主名簿及

び実質株主名簿に記載された株主の所

有株式数を１株につき1.5株の割合を

もって分割いたしました。 

③配当起算日 

 平成17年10月１日 

３.１株当たり情報に及ぼす影響 

 当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報は、そ

れぞれ以下のとおりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額については、潜

在株式がないため記載しておりませ

ん。 

前中間連結会
計期間 

当中間連結会
計期間 

前連結会計年
度 

１株当たり純
資産額 
 933円  23銭

１株当たり中
間純利益金額 
   69円 01銭

１株当たり純
資産額 
1,051円 95銭

１株当たり中
間純利益金額 
  67円 13銭

１株当たり純
資産額 
  998円 21銭

１株当たり当
期純利益金額 
  132円 98銭

 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  1,348,333   825,518   1,336,645   

２．売掛金  1,174,627   1,276,574   1,289,130   

３．たな卸資産  167,884   258,815   133,469   

４．その他  114,564   135,261   174,692   

流動資産合計   2,805,410 80.1  2,496,170 70.3  2,933,938 78.8 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１ 18,300  0.5 86,561  2.4 90,064  2.4 

２．無形固定資産  3,872  0.1 3,859  0.1 3,917  0.1 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２ 330,303   428,509   324,202   

(2）長期性預金 ※３ －   200,000   －   

(3）その他  346,082   336,929   369,850   

貸倒引当金  △923   △173   △393   

投資その他の資産合
計  675,462  19.3 965,265  27.2 693,658  18.7 

固定資産合計   697,634 19.9  1,055,686 29.7  787,640 21.2 

資産合計   3,503,045 100.0  3,551,856 100.0  3,721,578 100.0 

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  358,539   378,318   416,120   

２．短期借入金 ※２ 620,000   430,000   540,000   

３．未払法人税等  135,500   125,700   98,400   

４．賞与引当金  177,703   190,687   142,043   

５．その他  140,094   142,468   305,240   

流動負債合計   1,431,837 40.9  1,267,174 35.7  1,501,804 40.4 

Ⅱ 固定負債           

１．社債  20,000   －   －  

２．長期借入金   20,000   －   20,000   

３．退職給付引当金  14,959   22,998   15,271   

４．役員退職慰労引当
金  125,982   139,099   132,434   

固定負債合計   180,942 5.1  162,098 4.5  167,706 4.5 

負債合計   1,612,779 46.0  1,429,272 40.2  1,669,510 44.9 

 



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   399,200 11.4  399,200 11.2  399,200 10.7 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  338,240   338,240   338,240   

資本剰余金合計   338,240 9.7  338,240 9.5  338,240 9.1 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  23,700   23,700   23,700   

２．任意積立金  125,000   125,000   125,000   

３．中間（当期）未処
分利益  979,490   1,169,129   1,140,127   

利益剰余金合計   1,128,190 32.2  1,317,829 37.1  1,288,827 34.6 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   37,065 1.1  82,693 2.4  39,986 1.1 

 Ⅴ 自己株式   △12,429 △0.4  △15,379 △0.4  △14,185 △0.4 

資本合計   1,890,266 54.0  2,122,583 59.8  2,052,068 55.1 

負債・資本合計   3,503,045 100.0  3,551,856 100.0  3,721,578 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   3,071,994 100.0  3,298,137 100.0  6,566,462 100.0 

Ⅱ 売上原価   2,601,925 84.7  2,735,557 82.9  5,456,715 83.1 

売上総利益   470,068 15.3  562,579 17.1  1,109,746 16.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   250,491 8.2  332,634 10.1  585,833 8.9 

営業利益   219,576 7.1  229,944 7.0  523,913 8.0 

Ⅳ 営業外収益 ※１  6,225 0.2  11,771 0.3  9,797 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２  13,133 0.4  6,187 0.2  17,406 0.3 

経常利益   212,668 6.9  235,528 7.1  516,304 7.9 

Ⅵ 特別利益    19,516 0.7  － －  19,516 0.3 

Ⅶ 特別損失 ※３  － －  － －  27,182 0.4 

税引前中間（当
期）純利益   232,184 7.6  235,528 7.1  508,638 7.8 

法人税、住民税及
び事業税  130,108   120,222   217,384   

法人税等調整額  △32,247 97,860 3.2 △20,279 99,942 3.0 △3,707 213,677 3.3 

中間（当期）純利
益   134,323 4.4  135,585 4.1  294,961 4.5 

前期繰越利益   845,166   1,033,543   845,166  

中間（当期）未処
分利益   979,490   1,169,129   1,140,127  

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

① 子会社株式 

 移動平均法による原価法に

よっております。 

① 子会社株式 

同左 

① 子会社株式 

同左 

 ② その他有価証券 ② その他有価証券 ② その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は、部分資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）によって

おります。 

時価のあるもの 

同左 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、

部分資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）によっており

ます。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法

によっております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

仕掛品 

 個別法による原価法によっ

ております。 

(2）たな卸資産 

仕掛品 

同左 

(2）たな卸資産 

仕掛品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。主な

耐用年数は次のとおりでありま

す。 

建物     15年 

器具備品   ３年 

 なお、器具備品のうち、特定プ

ロジェクト開発専用のコンピュー

タ及び周辺機器については、取得

時に当該プロジェクトの原価とし

て処理しております。また、その

他のコンピュータ及び周辺機器の

うち、取得価額が30万円未満のも

のについては、取得時に一括して

費用処理しております。 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。主な

耐用年数は次のとおりでありま

す。 

建物     15～39年 

器具備品   ３～15年 

 なお、器具備品のうち、特定プ

ロジェクト開発専用のコンピュー

タ及び周辺機器については、取得

時に当該プロジェクトの原価とし

て処理しております。また、その

他のコンピュータ及び周辺機器の

うち、取得価額が30万円未満のも

のについては、取得時に一括して

費用処理しております。 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。主な

耐用年数は次のとおりでありま

す。 

建物     15～39年 

器具備品   ３年 

 なお、器具備品のうち、特定プ

ロジェクト開発専用のコンピュー

タ及び周辺機器については、取得

時に当該プロジェクトの原価とし

て処理しております。また、その

他のコンピュータ及び周辺機器の

うち、取得価額が30万円未満のも

のについては、取得時に一括して

費用処理しております。 

  (2）長期前払費用 

 均等償却によっております。償

却期間は２年～５年であります。 

(2）長期前払費用 

同左 

(2）長期前払費用 

同左 

 



項  目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案して回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、下期支給見込額のうち当

中間会計期間負担額を計上して

おります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、翌期支給見込額のうち当

期負担額を計上しております。 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

 なお、数理計算上の差異につ

いては、３年による定率法によ

り翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 また、数理計算上の差異につ

いては、３年による定率法によ

り翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間会

計期間末要支給見込額を計上し

ております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給見込額を計上しておりま

す。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

────────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 

36,292千円 ※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 

34,516千円 ※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 

25,402千円 

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 ※２ 担保資産 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 

投資有価証券 14,875千円     ―――――───── 投資有価証券 3,948千円 

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

短期借入金 510,000千円     ―――――───── 

  

短期借入金 100,000千円 

※３ 長期性預金 

    ────────── 

 ４ 当座貸越契約及び貸出コミットメント 

  当社は、運転資金の効率的な調達を行う 

 ため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出 

 コミットメント契約を締結しております。 

  当中間会計期間末における当座貸越契約 

 及び貸出コミットメントに係る借入未実行 

 残高等は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

1,500,000千円 

借入実行残高 70,000千円 

差引額 1,430,000千円 

※３ 長期性預金 

  当社は、効率的な資金運用を行うため、 

 長期の定期預金の預入を行っております。 

  当該預金の金額及び最終満期日は次のと 

 おりであります。 

  なお、当社の意向により上記預金を満期 

 日前に解約する場合には、清算金を支払う 

 必要があります。 

 ４ 当座貸越契約及び貸出コミットメント 

  当社は、運転資金の効率的な調達を行う 

 ため取引銀行４行と当座貸越契約及び貸出 

 コミットメント契約を締結しております。 

  当中間会計期間末における当座貸越契約 

 及び貸出コミットメントに係る借入未実行 

 残高等は次のとおりであります。 

最終満期日  金額 

 平成21年８月27日  100,000 千円

 平成22年８月23日  100,000 千円

 計  200,000 千円

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

1,780,000千円 

借入実行残高 280,000千円 

差引額 1,500,000千円 

※３ 長期性預金 

    ────────── 

 ４ 当座貸越契約及び貸出コミットメント 

  当社は、運転資金の効率的な調達を行う 

 ため取引銀行4行と当座貸越契約及び貸出 

 コミットメント契約を締結しております。 

  当事業年度末における当座貸越契約及び 

 貸出コミットメントに係る借入未実行残高 

 等は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

1,780,000千円 

借入実行残高 260,000千円 

差引額 1,520,000千円 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 197千円 受取利息 381千円 

受取配当金 6,584千円 

投資有価証券評価損

戻入益 

3,779千円 

受取利息 532千円 

受取配当金 5,730千円 

受取手数料 1,476千円 

会員権売却益 1,380千円 

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 5,972千円 

投資有価証券評価損 5,099千円 

支払利息 4,270千円 

支払手数料 1,698千円 

支払利息 10,874千円 

支払手数料 3,444千円 

投資有価証券評価損 2,869千円 

 ※３  ──────────  ※３  ────────── ※３ 特別損失は本社移転費用であり、内訳

は以下のとおりであります。 

移転以降に発生した旧本

社賃借料 

7,982 千円

移転以前に発生した新本

社賃借料及び水道光熱費 

5,980 千円

引越・移転費用 4,720 千円

固定資産除却損 4,338 千円

旧本社現状回復費 3,320 千円

廃棄物処理費用 841 千円

計  27,182 千円

４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,867千円 

無形固定資産 57千円 

有形固定資産 9,114千円 

無形固定資産 57千円 

有形固定資産 5,711千円 

無形固定資産 115千円 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成

17年９月30日）及び前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）のいずれにおいても子会社株式で時

価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

有形固定資産 2,777 1,527 1,250 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

有形固定資産 2,777 2,083 694 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

有形固定資産 2,777 1,805 972 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 567千円 

１年超 734千円 

合計 1,302千円 

１年内 585千円 

１年超 149千円 

合計 734千円 

１年内 576千円 

１年超 444千円 

合計 1,020千円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 300千円 

減価償却費相当額 277千円 

支払利息相当額 22千円 

支払リース料 300千円 

減価償却費相当額 277千円 

支払利息相当額 13千円 

支払リース料 600千円 

減価償却費相当額 555千円 

支払利息相当額 40千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 2,040千円 

１年超 3,740千円 

合計 5,780千円 

１年内 2,040千円 

１年超 1,700千円 

合計 3,740千円 

１年内 2,040千円 

１年超 2,720千円 

合計 4,760千円 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  平成16年８月４日開催の当社取

締役会の決議に基づき、次のよう

に株式分割による新株式を発行し

ております。 

１.株式分割の目的 

  当社株式の流動性向上を図り、

個人投資家層の拡大を目的とする

ものであります。 

  平成17年７月28日開催の当社取

締役会の決議に基づき、次のよう

に株式分割による新株式を発行し

ております。 

１.株式分割の目的 

  当社株式の流動性向上を図り、

個人投資家層の拡大を目的とする

ものであります。 

────────── 

２.株式分割の概要 

  平成16年11月19日付をもって普

通株式１株を２株に分割いたしま

した。 

①分割により増加する株式数 

  普通株式     698,880株 

②分割方法 

  平成16年９月30日最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載された

株主の所有株式数を１株につき２

株の割合をもって分割いたしまし

た。 

③配当起算日 

  平成16年10月１日 

２.株式分割の概要 

  平成17年11月18日付をもって普

通株式１株を1.5株に分割いたしま

した。 

①分割により増加する株式数 

  普通株式      698,880株 

②分割方法 

  平成17年９月30日最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載された

株主の所有株式数を１株につき1.5

株の割合をもって分割いたしまし

た。 

③配当起算日 

  平成17年10月１日 

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類                         平成17年６月27日 

 （事業年度 （第33期） 自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）         関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

   平成１６年１２月２０日

株式会社 キューブシステム    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 堤 佳史   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中山 一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社キューブシステムの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成 

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社キューブシステム及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

   平成１７年１２月１４日

株式会社 キューブシステム    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 堤 佳史   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中山 一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社キューブシステムの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成 

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社キューブシステム及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

   平成１６年１２月２０日

株式会社 キューブシステム    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 堤 佳史   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中山 一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社キューブシステムの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第３３期事業年度の中間会計期間（平成 

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社キューブシステムの平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

   平成１７年１２月１４日

株式会社 キューブシステム    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 堤 佳史   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中山 一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社キューブシステムの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３４期事業年度の中間会計期間（平成 

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社キューブシステムの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の状況
	(4）大株主の状況
	(5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2）その他

	２中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書

	(2）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/47
	pageform2: 2/47
	form1: EDINET提出書類  2005/12/22 提出
	form2: 株式会社キューブシステム(941599)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/47
	pageform4: 4/47
	pageform5: 5/47
	pageform6: 6/47
	pageform7: 7/47
	pageform8: 8/47
	pageform9: 9/47
	pageform10: 10/47
	pageform11: 11/47
	pageform12: 12/47
	pageform13: 13/47
	pageform14: 14/47
	pageform15: 15/47
	pageform16: 16/47
	pageform17: 17/47
	pageform18: 18/47
	pageform19: 19/47
	pageform20: 20/47
	pageform21: 21/47
	pageform22: 22/47
	pageform23: 23/47
	pageform24: 24/47
	pageform25: 25/47
	pageform26: 26/47
	pageform27: 27/47
	pageform28: 28/47
	pageform29: 29/47
	pageform30: 30/47
	pageform31: 31/47
	pageform32: 32/47
	pageform33: 33/47
	pageform34: 34/47
	pageform35: 35/47
	pageform36: 36/47
	pageform37: 37/47
	pageform38: 38/47
	pageform39: 39/47
	pageform40: 40/47
	pageform41: 41/47
	pageform42: 42/47
	pageform43: 43/47
	pageform44: 44/47
	pageform45: 45/47
	pageform46: 46/47
	pageform47: 47/47


